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1952年9月：警察から独立した汚職行為調査局が創設されます。1

1960年6月17日：汚職防止法が植民地時代の条例に取って代わりま
す。2

1966年8月3日：シンガポールが国際復興開発銀行の104番目の加盟国
となります。3

1967年8月8日：インドネシア、マレーシア、フィリピン、シンガポー
ルおよびタイの外相が、バンコクでASEAN宣言に署名します。4

1976年：ASEAN諸国が東南アジア友好協力条約に署名します。5

1986年8月21日：シンガポールが外国仲裁判断に関するニューヨーク
条約に加入します。6
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1990年7月：APECの創設メンバーであるシンガポールが、第2回閣僚
会議を主催します。APEC事務局は1993年にシンガポールで業務を開
始します。7

1990年10月3日：インドネシアが8月8日に国交を回復したのに続き、
シンガポールが中華人民共和国と外交関係を樹立します。8

1991年7月1日：シンガポール国際仲裁センター（SIAC）が設立されま
す。9

1992年1月28日：ASEAN自由貿易地域に関する枠組み協定がシンガ
ポールで署名されます。同じ年、シンガポールは小国フォーラムを
創設し、FATFに加盟します。10

1995年1月27日：1994年国際仲裁法が施行され、UNCITRALモデル法
が採用されます。11

2003年5月6日：シンガポールと米国が自由貿易協定に署名します。
同協定は2004年1月1日から発効しています。12

2005年7月18日：チリ、ニュージーランドおよびシンガポールが環太
平洋戦略的経済連携協定に署名します。13

2007年11月20日：ASEAN憲章がシンガポールで署名されます。14

2008年5月23日：国際司法裁判所が、ペドラ・ブランカの領有権をシ
ンガポールに認めます。15

2014年11月5日：シンガポール国際調停センターが設立されます。16

2015年1月5日：シンガポール国際商事裁判所（SICC）が高等法院の
一部門として発足します。17

2015年12月31日：ASEAN経済共同体が発足します。18

2016年10月1日：管轄合意に関するハーグ条約がシンガポールについ
て発効します。19

2017年：国際仲裁に対する第三者資金提供が認められます。20
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2018年8月31日：シンガポール最高裁判所と中国最高人民法院が、金
銭判決の執行に関するガイダンス覚書に署名します。21

2018年12月30日：CPTPPが、シンガポールを含む最初の批准6か国に
ついて発効します。22

2019年8月7日：シンガポール調停条約がシンガポールで署名のため
に開放されます。同条約は2020年9月12日に発効します。23

2019年：BISイノベーション・ハブがシンガポール・センターを開設
します。11月21日にはEU・シンガポール自由貿易協定が発効しま
す。24

2020年6月12日：チリ、ニュージーランドおよびシンガポールがデジ
タル経済パートナーシップ協定に署名します。25

2020年11月15日：15か国が地域的な包括的経済連携協定に署名しま
す。同協定は2022年1月1日に発効します。26

2022年3月2日：シンガポールは、ロシアのウクライナ侵攻を遺憾と
する総会決議の共同提案国となり、独自の制裁を採用します。27

2024年10月7日：元大臣のS・イスワランが服役を開始します。
ウィー・トゥーンブーン以来、裁判にかけられた初めての大臣で
す。28

2025年1月1日：2025年SIAC規則が発効します。SIACは2025年に886件
の新規事件を受理します。29

2025年5月3日：人民行動党が総選挙で、選挙で選ばれる97議席のう
ち87議席を獲得します。30

2025年11月5日：上訴をシンガポールの国際委員会が扱うバーレーン
国際商事裁判所が、マナーマで発足します。31

2026年8月26日：投資紛争解決国際センターが、ワシントン以外では
初となる職員常駐の事務所をシンガポールに開設します。32
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Disclaimer

This article is provided for general information only. It is based on publicly available sources as at its
date of publication. These sources have not been independently verified against licences, regulatory
registers or the records of the entities concerned. It is not legal, tax, financial or investment advice.
Nor is it a recommendation to invest in, transact with or use the services of any entity mentioned.
Law and regulation change frequently, so the content may be incomplete or outdated. To the fullest
extent permitted by law, Dr Alexander Ressos and the publisher of SingaporeIQ exclude all liability
for loss or damage arising from the use of or reliance on this article. Readers should obtain advice on
their specific circumstances before acting or refraining from action.
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